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近年。 研究開発によって 得られた技術の 重要性を評価する 手法として。 特許の引用分析について 関心が高まって 

おり。 各国間での引用件数の 比較や分野別の 引用件数の違いなどの 分析などが行われている。 しかしながら。 これ 

まで。 公的研究開発資金によって 得られた成果について。 その重要性を 評 屯からの特許引用分 いて 

ほ 、 ほとんどなされていないのが 現状であ る " そこで、 本研究でけ、 公的 金 による特許 ( 対 究開 

楽事業における 特許 ) に関して引用分析を 行い、 全国での特許と 比較することにより、 その傾向を把握した。 

1 。 はじめに この特許の質に 関しての 

者によって行われている ヵ 

若虫 ギー。 産業技術総合開発 は 、 その特許が引用さ れた ( 被 引用件数 ) を 分 
ホ 拉ぐ 持 ) は 、 産業技術政策及び 祝 するものが挙げられる。 。 特許五件あ たりの 

ネルギー。 省エネルギ一政策の 実施を行っている 引用学術論文件数 ( サイ ヱ ンスリンケージ ) を調べ 

立 行政法人であ る。 主な使命は。 我が国の産業競 ることにより。 技術分野ごとに 異なること等の 
学力の源泉となる 産業技術について、 将来の産業に 点 は あ るものの、 特許性があ る技術にどの 程度 

おいて 核 となる技術シーズの 発掘。 産業競争力の 基 ；，影響を与えているのかについて 明らかにすること 
となるような 中長期的プロジェクト、 及び実用化 が出来る回。 

発 までの各段階の 研究開発を。 産 究 では。 凶 ③㊧㊤研究開発事業の 成 
して高度なマネジメント 能力を発 技術発明に貢献しているか。 また。 

ることにより、 新技術の市場化 ( イ / ベーショ       どの緯度科学が 影響 ているかを明らかにす 
を 図ることであ る。 ることを目的として 研究開発事業の 成果と 

究 開発事業に関し、 その達成状況を して生み出された 特許についての 被 引用度。 並びに 
べ一 ションのアクトプット 指標 ) の ザイエンスリンケージを 全国平均と比較することに 

- つに、 特許出願 があ る。 もちろん。 特許出願 より分析を行った。 
のみで事業の 成否 判断するわけでほないが。 定里 
的な評価が可能であ る指標の 一 っとして、 重要であ 
ることほ間違いない。 2 。 調査対象及び 分析手法 

の事業における 特許出願状況 @" 析と 
ll す す [ll ガ ; その前身であ る特殊 法 ① 時 2 。 ヱ 。 調査対象特許 

代からの分析を 行っており。 また、 工辮 2@2 0 0  く 特許 ノ 

4 年度までの特許出願状況をいわゆる「日本版 バ の 委託研究開発事業によって 生じた原則 す 
イ 。 ドール条項」導入後も 踏まえて分析を 行って い べての特許 ( 所有の特許や 日本版バ イ 。 ド一 

る 。 ル法 適用特許 0 2 年までに 公 

しかしながら、 本来、 特許分析を用いて イ / ベ一 ているなど。 データが存在し 分析可能な約 6 

ションのアウトプ ソト 指標とする は 。 単純に特許 件の特許を対象とした ( 以下 特許とい 

出願 数 だけ、 つまり特許出願 数が いから良い、 と う 。 ) 。 その際、 特許公開公報。 特許登録公報の デ一 
判断するのではなく、 特許の質を測定する 必要があ タ 量が十分でない 占ぃ特許については 対象外とする 

る 。 観点から。 分析に耐えうる 8 7 年度以降を調査対象 
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そのような中、 N 靱 
均 よりも 9 2 年以降。 
明らかとなった 

特許の被引用件 
加 傾向を示している。 なお、 この傾向 
による平均においても 同様であ った。 

とした。 なお、 8 7 、 

の数が充分でないため、 数値に多く 

ることに留意することが あ る。 
加えて、 過去において 予算額 は 右肩上がり 

で 伸びてきたことや、 日本版バイ。 ド一 用後の 
特許出願増加によ 外囲、 分析対象となる O 特許 

の 出願年度分布は、 全国平均と比較して 最近のもの 
に著しく偏っていることを 付け加えておく。 
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2 。 2 。 使用した ヂ一 タベース 

国 特許の引用関係を 分析する 
3 年 1 月 1 目から 2 

閲 された公開特許公報㎝ ) お 
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図 I : NE お O 特許および全国特許の 被引用件数 ( 特許 数 平均 ) 

3. 正 。 2 。 サイエンスリンケージの 比較 

サイエンスリンケージについてほ 、 

特許は全国平均と 比較して。 高いことが明ら 
かとなった。 具体的にほ。 全国平 

R 件 7 才近を推移しているのに 対し。 
増減を繰り返しながらも 増加傾向であ った 

4 年 1 月 A 日から 2 

日までに公開された 発行された特許 
誌 情報、 請求範囲、 詳糸 説明。 出願人、 発明者、 特 
許 権 者、 その他の項目も 分類してデータベースに 格 
納したも (7) ( 以下。 公報データベース : 経済産業研 

究所 玉田俊平太 氏 作成 ) を使用した。 総件数ほお 

分析手法 
特許については。 その特許データの 出願番 

号をキ一として。 公報 ヂ一 タベースから 分析に必要 

なデータを抽出した。 この抽出データを 用いて特許 
引被 用件数および サ イェンスリンケージが 出願年毎 

にどのように 推移しているかを 調べだ。 全国特許に 
ついては。 公報データベースをもとに 必要なデータ 

を 用いて特許被引用件数および サイヱ ンスリンケー 

特許データを 国際特許 分 
類別に集計し。 分 許被 引用件数および サイ 

均と 比較した。 なお、 こ 

命 研究所に委託して 行っ 
た   

蚕 全国の論文引用件数 づ Ⅰ NEDO の論文 引 滞陣 数 
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図 2 

分析結果 
N 軽 DO 特許 お   び 全国特許の論文引用件数 ( 特許 数 平均 ) 

3 。 工 。 全国特許 と D ㊤特許における 出願年別の 3. 2 。 全国特許 と 

比較 類別の比較 

特許における 国際特許 分 

3. 1 。 1 。 特許被引用件数の 比較 

特許被引用件数 は 、 - 般的に、 公開されている 期 

間が長いほど 引用される可能性が 高くなるため、 年 

度の新しい特許の 被引用件数は ア がる傾向にあ る。 

3 。 2 。 Ⅰ。 閲 E ㊤特許における 国際特許分類別集 

計の結果 
前述の サ イェンスリンケージ 全体の比較の 前提と 

特許が全国特許と 比較して相対的にど 
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のような分野が 多いかを把握するため、 国際特許 分 
類別全国特許に 占める国際特許分類別 特，ゃ 

合が 、 全分野合計全国特許に 占める全分野合計 

㊤特許の割合より 大きい分野を 調べた。 

。 ガス、 コークス 

被膜 ) 分野なども 
参 りことが判明した ( 図 3L 。 一方、 

用具または製図用の 器具 ) 

輻 0.6 
  
圃 O 田 

ロ田 目Ⅰ 0 之 O ひ 之 り 

Ⅰ 一一 :                                                                                                                                                           分野 

国臣特許件数㏄ 件 以上の NEno 特許における 国際特許分類別集計 

の 結果 

3 。 2 。 2 。 特許分類別ザイェンスリンケージの 比 
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平均と比較して 特に高い値を 示した ( 図恩 ) 。 
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3 。 3 。 特許引用者の 比較 

が 膨大になることから、 やむを得ず 3 

る肛 とどめた。 

作為抽出特許と 比較し 
を共有する事業実施 

者間で特許が 引用されていることが 明らかとなった。 

( プロジ ヱク 片駒活用を含め 
う 結果となった " 

図 R : 無作為抽出特許における 特許引用状況   
l" 鵜 

9 礒 

8 ㎝ 

7 篠 
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3% 

" - 巳 

l% 

      
み 。 考察 

特許被引用件数については、 

よぴ 全国特許の被引用件数 ( 
的に (9 2 年以降 ) 凶 江口㊤特許 
が高いことが 明らかとされた ， こ 

①研究開発事業 力 

果の高い成果を 創出していることが 示唆されると 考 
えられる。 
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り 。 今後更に詳細な 精査が必要であ ろう " 

一方。 サイェンスリンケージについては、 閥ド D 

特許は全国平均と 比較して全体的に㈹ 
局 いことが示された。 

一般的に分野別調査によると。 バイオテクノロジ 
一分野におけるサイエンスリンケージが 突出して 高 

いことが明らかとさ ている 固 。 しかしながら、 

2 で示した通り。 NE の㊦特許におい 

バイオテクノロジ 一分野が含まれる C 

の 論文引用数は 大きな 値 とな ているが " バイオテ 

クノロジ一分野以覚にも。 無 化学や有機化学 " 電 

子 情報分野等、 全体的に論文引用 

準を上回ることが 判明した。 この 
特許のザイエンスリンケージが 高い 

タ ノロジ一分野によるものでほなく。 
特異的な特徴であ るとことが示された。 

サイエンスリンケージは。 技術とそれが 拠り所と 

する科学とを 関係づけるものと 
高いと言うことほ 特許と科学と 

すど 解釈できる 回 。 したがって。 

業は 。 大学等での科学を 産業界 

産学官連携に 大きく寄与していることが 推定さわる。 
また、 特許活用状況の 分析においては、 凶翼 

許 において特許被引用件数が 特に多かった 上 拉き 0 

の 特許の特許引用状況 は 。 無作為抽出上位 5 

許と 比べて、 事業実施者内で 活用している 比 
しく高かった。 上位 5 0 待軍門ま。 マイクロ 
マシン技術開発。 燃料電池技術開発。 太陽光発電技 
術開発、 超電導技術開発等の 基礎的でハイリスクな 

研究開発の成果として 産出されたものばかりであ る 
が 。 これらの成果は。 すぐ外部に波及されるという 

よりは、 まずほ実施者もしくはコンソーシアムを 組 
む事業実施者間で 継続して研究に 取り組んでいるこ 
とを示している 可能性があ る。 

5 。 おわり @ こ 

効果が大きいことを 表していると 考え ま 
サ イェンスリンケージが 高いことは。 の事 

業 が基礎的で科学と 関係が深く、 産学宮連携に 寄与 

していることを 表していると 考えられる。 すなわち。 
の ㊤が支援する 研究開 

化 段階の研究開発では 
した基礎的なリスクが 

特許分析の観点からも 

研究開発事業において 出願 さ 

。 特許被引用件数が 高いこと 
スリンケージが 

た。 特許被引用 

基盤的な領域を 研究対象としており。 その成果の渡 
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